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効果

 維持管理コストの削減

 エリア価値の向上

地
方
公
共
団
体

 事業機会の増加
- ⾧期的な事業運営

 地域への主体的な貢献
- 地域還元、地域企業の参画

民
間
事
業
者

 地域活性化
- 交流人口の増加、利便施設の増加等

 住民サービスの向上

 思い入れのある施設の継承

地
域
・
住
民

▍スモールコンセッションについて



類型イメージ事例

健 滞 働

住

スポーツ施設 ホテル・旅館・観光施設

移住体験住宅、定住促進住宅
サービスレジデンス

参考事例: 千葉県市原市（人口:26.6万人）

参考事例: 岡山県津山市（人口:9.4万人）

【コンセッション方式】
個人から寄付された伝統的建造物である町家を宿泊

施設として活用し、マーケットを見た料金設定や、周辺飲
食店との連携等、創意工夫による運営を実施している。

【コンセッション方式】
地域企業がPFI法６条提案を行い、廃校を活

用して、シェアオフィス、観光スポット、産地産直レ
ストラン等を運営している。

出典:2023年度中国、四国、九州・沖縄エリア PPP/PFI 推進勉強
会資料（国土交通省）

【賃貸借方式】
廃校を活用してグランピング施設を運営するとともに、

地方公共団体・地域交通・周辺観光施設とも連携し
た事業運営を実施している。

出典:令和4年1月24日発表資料（総務省）

出典:官民連携(PPP/PFI)のススメ～国土交通省PPP/PFI事例集～(国土交通省)

参考事例:島根県津和野町（0.6万人）

【RO方式】
町が所有する空家等を改修し、UIターン者や町

内に定着した若者、移住・定住者の住まいを確
保・運営している。

出典:PPP/PFI推進首⾧会議資料（国土交通省）

参考事例: 岡山県津山市（人口:9.4万人）

【RO＋コンセッション方式】
老朽化した市のシンボリックな施設を有効活用するた

め、民間資金とノウハウを活用し、総合的なスポーツ及
び健康増進施設として再生。

出典:津山市HP

滞 ホテル・旅館・観光施設

参考事例: 福岡県宮若市（人口:2.6万人）

サテライトオフィス・研究施設、
飲食・物販施設

※RO方式
…Rehabilitate Operate方式

施設を改修し、管理・運営する
事業方式。所有権の移転はな
く、地方公共団体が所有者と
なる方式。

※人口は2025年4月時点

▍想定される施設類型（単一の施設に限られず、一定のエリアで行うものも含む）



▍スモールコンセッションの対象となる施設及び事業化の要素





▍スモールコンセッションの政府決定文書等における位置づけ



▍スモールコンセッションの政府決定文書等における位置づけ
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▍ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン （令和７年改定版）について

（出典:内閣府HP掲載資料を元に国土交通省にて一部加工）



スモールコンセッション
○廃校等の空き施設や地方公共団体が所有する古民家等の空き家の活用について、民間事業者の創意工夫を

最大限にいかした小規模な官民連携事業を行うことにより、地域課題の解決やエリア価値の向上につなげる取組。

【課題１】、【課題２】への対応策
⇒スモールコンセッションの推進

【課題３】への対応策
⇒LABVの普及啓発

① 山陽小野田市のLABV事例を基にした
解説書を令和７年夏を目途に作成・公表

LABV（Local Asset Backed Vehicle）
○地方公共団体等が土地等を現物出資、民間事業者

が資金出資を行って設立する官民共同事業体をいう。
○LABVを活用し、複数の開発プロジェクトを連鎖的に

実施している事例がある。

① スモールコンセッションプラットフォーム(※)を活用した機運醸成や官民のマッチングに向けた
イベントの開催、セミナーや各種情報発信

② 「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針」を改定（スモールコンセッ
ションを明記）し、小規模な事業へのPPP/PFIの導入を促進

③ 市町村への専門家派遣や、地域の先導的な取組への支援等を通じたモデル事例の創出と
効果的な横展開

④ 手続負担の少ないスモールコンセッションの実践 複数の公有地等が対象

旧苅田家付属町家群を活用した公共施設等運営事業
（岡山県津山市）
 重要伝統的建造物群保存地区に立地する伝統的建造

物に指定されている寄付された町家群を、付加価値の高
い宿泊施設として整備・運営。

吉川小学校跡地の公共施設等運営事業
（福岡県宮若市）
 旧小学校校舎棟を民間企業のAI開発センターと

して活用するほか、グラウンド、体育館に農業観光
振興センターと地産地消レストランを整備。

（※）令和6年12月設立。1,038者が参画（令和7年4月24日時点）。民間企業429、地方公共団体249、その他360。

▍地域課題の解決に資する官民連携の推進

（出典:内閣府HP掲載資料を元に国土交通省にて一部加工）



▍ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン （令和７年改定版） 【抜粋①】
（令和７年６月 民間資金等活用事業推進会議 決定）



▍ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン （令和７年改定版） 【抜粋②】
（令和７年６月 民間資金等活用事業推進会議 決定）





作成時点：令和６年12月

古民家 宿泊施設

岡山県津山市（人口：95,142人 ※令和６年11月現在）事業主体

コンセッション方式事業手法
• 運営業務（宿泊、飲食等）
• 維持管理業務（建築物保守管理、清掃、修繕等）

民間事業者の
業務内容

約20年間（令和２年７月～令和22年３月）事業期間
• 改修費 約190百万円
• 運営権対価 約74百万円（税抜・総額）
※当初３年間は無償、４年目以降、運営事業者が市に支払う（年払い）

事業費等

• 地方創生推進交付金 146百万円
• 重要伝統的建造物群保存地区保存等事業費国庫補助 27百万円
• 街なみ環境整備事業 20百万円

活用した
補助金

株式会社HNA津山（市内企業）事業者
• 平成30年12月 実施方針公表
• 平成31年１月 公募開始
• 平成31年３月 事業者選定・優先交渉権者の決定
• 令和２年３月 運営権設定議決
• 令和２年７月 供用開始

事業経緯

基本情報

津山市
運
営
権
実
施
契
約

利用者

利用料金

対象施設

運
営
権
設
定

運
営
権
対
価
支
払 利用料金

サービス提供
運営

所有
建設事業者

工事請負契約

改修工事意見反映

HNA津山

改
修
内
容
の
調
整

事業スキーム図

位置図

出所：地理院地図を引用

岡山県津山市林田町68

写真出所：津山市

津山駅

津山城

対象施設

津山市観光文化部歴史まちづくり推進室
TEL：0868-32-7000
Email：machizukuri@city.tsuyama.lg.jp

掲載内容
に関する
問合せ先

【事例①】 城下小宿糀や（津山市）
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作成時点：令和６年12月

古民家 宿泊施設

【事例①】 城下小宿糀や（津山市）

 津山市が所有者から寄付を受けた伝統的建造物（旧苅田家付属町家群）を宿泊
施設として利活用することを検討していた。

 施設が立地する城東地区は、国の重要伝統的建造物群保存地区に指定されている
エリアであるが、歴史・文化的価値の向上や地域の賑わい創出が課題となっていた。

 津山市は当初、指定管理者制度により津山市が指定管理料を支払って運営するこ
とを想定していたが、新市⾧の就任を契機とした再検討の結果、津山市が運営費用
を負担しないコンセッション方式により事業実施する方針とした。

 津山市は公募前に民間事業者へのサウンディング調査を行い、宿泊施設としての事
業性を確認したうえで公募を実施した。

 施設の整備にあたっては、国の補助金等を活用して市が改修を実施した。同時に、選
定事業者の意向を改修工事の内容に反映させる条件で、運営事業者を公募した。

 改修工事の着手と事業者選定のタイミングを合わせるため、事業構想から公募開始
までのプロセスは約半年という短期間の中で実施している。

 公募の結果、約20年間の事業期間で、民間事業者が約74百万円の運営権対価を
津山市に支払う提案を得ることができ、当初は津山市が費用を負担して運営すること
を想定していた施設が、市の新たな歳入を生み出す施設となった。

 コロナ禍の令和２年に開業したが、岡山版ミシュランガイドで４つ星評価を獲得するな
ど、付加価値の高い宿泊施設として人気を博している。

検討経緯

取組のポイント

得られた効果

写真出所：津山市

 利活用前

 利活用後

施設HP：https://tsuyama-kojiya.com/
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作成時点：令和６年12月

【事例②】 本と美容室 萩店（山口県萩市）
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古民家 宿泊施設

山口県萩市（人口：41,785人 ※令和６年10月現在）事業主体

コンセッション方式事業手法
• 運営業務（運営、サービス向上、交流を主体としたまちづくり等）
• 維持管理業務（保守管理、清掃、警備、修繕等）

民間事業者の
業務内容

約20年間（令和５年９月～令和25年３月）事業期間
• 改修費 約64百万円（調査・設計費含む）（1/2は国庫補助）
• 運営権対価 約16百万円
※令和６年３月末日までは無償、その後事業期間にわたり運営事業者が市に支払う

事業費等

• 空き家対策総合支援事業 約32百万円活用した
補助金

合同会社アタシ社事業者
• 令和５年３月 実施方針公表、公募開始
• 平成５年５月 事業者選定
• 令和５年９月 実施契約締結
• 令和６年６月 供用開始

事業経緯

基本情報

事業スキーム図

位置図

出所：地理院地図を引用

山口県萩市浜崎町16番地

写真出所：合同会社アタシ社

萩市

運
営
権
実
施
契
約

利用者

利用料金

対象施設

運
営
権
設
定

運
営
権
対
価
支
払

利用料金

サービス提供

維持管理、
運営

所有

アタシ社

建設事業者

改修工事

工事請負契約
対象施設

萩市役所

萩駅

萩市商工観光部文化財保護課
TEL：0838-25-3238
Email：bunkazai@city.hagi.lg.jp

掲載内容
に関する
問合せ先



作成時点：令和６年12月

【事例②】 本と美容室 萩店（山口県萩市）
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古民家 宿泊施設

 浜崎伝統的建造物群保存地区内にある、住民から寄付された町家（伝統的建造
物）を利活用した事例である。

 間口10mもの大規模な町家であり、取り壊しによる地区の文化的価値への影響が大
きいと想定されたことから、市が所有して利活用を進めることとした。

 従来市が実施していた文化財の管理運営方法（直営による保存修理とNPO等への
管理委託による公開活用）ではなく、来訪者数や満足度の向上、市の財政的負担
の軽減のため、コンセッション手法により運営の自由度を高め、独立採算による事業
化を図った。

 市は、①街並み景観の保全と活用、②まちの賑わいづくりと魅力発信、③新たな観
光資源、④波及効果の４点をコンセプトに、まちづくり及び観光の拠点施設として公
募を行った。

 公募の前に建屋の柱・梁などの軸組や外観、電気・給排水管の設置等の改修を約
64百万円（半額は国補助を利用）で実施した。

 住民ワークショップを行い地元の合意形成を図るとともに、２回にわたりサウンディング
調査を実施し、事業スキームや運営権対価に関する民間事業者の意向を把握した。

 選定事業者は、収益性の低い書店と収益性の高い美容業を掛け合わせ、持続可能
な地域の書店運営を提案した。さらに、当該企業の本業である出版スキルを活かし、
町のプロモーションや移住・定住促進支援を提案している。

 選定事業者から市に支払われる運営権対価は、公募時に示された最低金額を２百
万円近く上回り、約16百万円で提案された。

検討経緯

取組のポイント

得られた効果

写真出所：萩市、合同会社アタシ社

 利活用前

 利活用後

施設HP：https://book-and-hair.com/





○スモールコンセッションの推進上の課題として、大きく分けて、①イメージの壁、②パートナーの壁、③事業化の壁にまとめられる。

推進上の課題

利活用方法の
アイディア不足

PPP/PFIへの抵抗感、
人材不足

エリアとの

連携・波及

ビジネスデザイン構築・
資金調達

＜現状の課題＞

推
進
上
の
ハ
ー
ド
ル

❶ イメージの壁

❷ パートナーの壁

❸ 事業化の壁

PPP/PFIの実務経験が少ないため、事業の進め方や施設の活用イメージが湧きにくい

⇒ スモールコンセッションによる利活用の知識・理解を深める

官民連携の取組みメリットが整理できず、また、民間事業者が見つからず諦めてしまう

⇒ 民間事業者との対話機会や関係構築の機会を提供

事業化に向け、煩雑な手続き等により実施までたどりつかない

⇒ 事業化に向けたサポート

機運醸成 フェーズ 施設選定 フェーズ 事業化検討 フェーズ 事業計画 フェーズ 公募・選定

スキームを知る 企画する 民間事業者と出会う 計画する 実施する

 理解と認知
 モチベーションの醸成

 エリア・施設選定
 アイディア不足
 法律、規制等の制約

 事業パートナー探索
 官民連携の検討

 必要な手続き実施
 体制構築
 横断的横連携

 資金調達
 リスク分担

ハードル❶ ハードル❷ ハードル❸
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▍スモールコンセッションの推進上の課題















（事務局:国土交通省、内閣府）

464民間企業等（ただし、金融機関を除く。）
269都道府県及び市区町村
24関係府省庁等
14大学、研究機関等及びこれらに所属する有識者、研究者等

44金融機関
327個人
1,142計

▍スモールコンセッションプラットフォームについて



スモールコンセッションプラットフォーム
設立記念シンポジウム

（主催）
国土交通省
内閣府

政府は、官民が連携して遊休公的施設の活用を図る「スモールコンセッション」を推進し、地域課題の解決やエリア価値の向上など地方創生に取
り組んでいます。しかしながら、事業の進め方が分からない、官民の連携体制が構築できない等の課題があることから、その解決を図るべく、今般、
産官学金等の多様な主体が参加・連携する「スモールコンセッションプラットフォーム」を設立しました。
今回、その設立を記念してシンポジウムを開催しました。

13:30-16:30
2024/12/16 (月)

日時

場所
・
方j法

参加費 無料

秋葉原コンベンションホール
【会場】

プログラム

現地会場・オンライン併用
（オンラインはZoomウェビナーを予定）

【開催方法】

挨拶
国土交通大臣 中野 洋昌
内閣府大臣政務官 今井 絵理子
プラットフォーム運営委員会・委員⾧

趣旨説明 国土交通省総合政策局⾧ 塩見 英之（代理:後藤審議官）

基調講演
「スモールコンセッションの実践と可能性」
東北芸術工科大学 デザイン工学部建築・デザイン学科 教授
（株式会社オープン・エー代表取締役）馬場 正尊 氏

パネル
ディスカッション

① スモールコンセッションによる地方創生に向けた地域企業の参画
（横山氏、宮澤氏、土田氏）
② スモールコンセッションにおける資金調達や金融機関の関わり方
（根本氏、福島氏、中嶋氏）
③ スモールコンセッションを推進するための人材・組織のあり方
（林氏、川口氏、入江氏）

※プログラム終了後、名刺交換を実施しました。

参加者数

約1,300名が参加 （うち現地参加は200名）
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● 今井内閣府大臣政務官 ご挨拶
○ 地方創生担当としても、また、PFI担当としても、官民が連携したスモールコンセッションの取り

組みを通じた地方創生の実現に大いに期待しています。
○ 地方創生に関しては、石破総理大臣の下、都市も地方も、安心・安全で心豊かに暮らせる持続

可能な地域社会を創るため、これまでの成果と反省を生かし、地方創生2.0として再起動させ、人
口減少対策につなげることとしています。

○ 地方創生2.0の取り組みに当たっては、「産官学金労言」といった地域の多様な主体が参加・
連携した上で、地域が自ら考え、自ら行っていくことが重要です。

○ 本日設立された「スモールコンセッション プラットフォーム」は、地域の公的な遊休施設の活用に
ついて、官民のパートナーシップを広げるという点において、まさに地方創生2.0を実行していただく
ものと考えます。

○ 本日のシンポジウムをきっかけとして、このプラットフォームの下に関係者が広く参加・連携し、全国
各地で創意工夫ある取り組みが実施されることで、日本経済成⾧の起爆剤としての地方創生が
実現されることを期待しています。

● 中野国土交通大臣 ご挨拶 ○ スモールコンセッションは、使われなくなった廃校舎のように、自治体が所有する空き施設を、コンセッ
ション方式など民間の創意工夫を生かしやすい手法によって生まれ変わらせ、交流人口や雇用を拡
大しようとするものであります。

○ 石破内閣では、「地方創生2.0」を看板政策として掲げており、私は、こうしたスモールコンセッ
ションを突破口の一つとして、地方創生を推進していきたいと考えています。

○ スモールコンセッションを進める際のキーワードは、「連携」であります。
○ 地域には、たくさんの公的遊休資産がある。しかしながら、これを利活用する事業化のノウハウが十

分にない。
○ 一方、学界や民間には、技術面や資金面も含め、多くの知恵と実績･経験がある。これら関係

者が、それぞれの関心に応じて繋がりを持ち、柔軟な協力関係を結ぶことで、一緒に課題を乗り越
え、地域の元気を実現していく。

○ その後押しを今回のプラットフォームが行えるよう、機運醸成や普及啓発、ワーキンググループを
通じた専門的対応など、活発に活動されることをご期待しつつ、取り組んでまいります。

設立記念シンポジウムでの政務のご挨拶
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スモールコンセッション実践セミナー
～廃校や古民家の活用事例を官民双方の視点から解説～

事 例 か ら 学 ぶ

約1,100名が参加

2 22



令 和 7 年 度 第 1 回 イ ベ ン ト

スモールコンセッションプラットフォーム
会員限定交流会

23

125名が参加
（現地75名、Web50名）



スモールコンセッションに関する情報発信 （専用HP・noteのご紹介）

スモールコンセッションプラットフォーム 専用HP

24
https://note.com/sc_note

スモールコンセッションプラットフォーム 専用HP

スモールコンセッションプラットフォーム note

https://www.mlit.go.jp/smcn/



参 考 資 料
～支援 策 等 ～



○ スモールコンセッションの初期段階における様々な課題の解決をサポートする専門家の派遣や、民間提
案に基づく新たな官民連携手法の調査検討、先導的なPPP/PFI事業の導入検討に対する地方公共団
体への支援を通じて、スモールコンセッションの案件形成を推進。

・地方公共団体が、廃校や古民家等の遊休公的施設を活用す
る「スモールコンセッション」に円滑に取り組めるよう、プロジェクト
の初期段階における様々な課題の解決をサポートする専門家
の派遣を行う。

国

地方公共団体専門家
（コンサルタント、建築士等）

委託
派遣・支援

ニーズ
（地方公共団体）

成
果
の
横
展
開

シーズ
（民間事業者）

マ
ッ
チ
ン
グ

モデル事業の構築

国土交通省

民間事業者

調査委託

地方公共団体に
おける導入検討

・民間提案に基づく新たな官民連携のモデルとなる手法の導入を
推進するため、地方公共団体のニーズと合致した優良な提案
を行った民間事業者がモデル手法の構築に向けた調査検討を
行う。

・国土交通省が提示する、地方公共団体等からの応募を求める
取組について、地方公共団体等が先導的な官民連携事業に
よる解決を図るための調査を実施する場合に、調査委託費の
全部又は一部を補助

※「民間提案型官民連携モデリング事業」、「先導的官民連携支援事業」は、スモールコンセッション以外のPPP/PFI事業も支援

スモールコンセッションの推進に向けた支援

【サポート内容】（一部でも可）

・エリアビジョン検討
・施設現況調査
・市場調査
・事業手法検討

プロジェクト
の構想の策定

スモールコンセッション形成推進事業
（スモールコンセッションの検討の初期段階への支援）

先導的官民連携支援事業
（先導的な官民連携支援事業の導入検討費用の支援）

民間提案型官民連携モデリング事業
（民間提案に基づく新たな官民連携のモデル手法の構築）



スモールコンセッション形成推進事業

プロジェクトの構想の策定

事業スキーム

国

地方公共団体専門家（コンサルタント、建築士等）

委託
派遣・サポート

【サポート内容】（一部でも可）

・エリアビジョン検討
・施設現況調査
・市場調査
・事業手法検討

エリアのビジョン、遊休公的施設の現況、当該施設に求められる用途・構成・運営方針や
事業手法等を定めるプロジェクトの構想を策定

○ 地方公共団体が、廃校や古民家等の遊休公的施設を活用する「スモールコンセッション」に円滑に取り
組めるよう、プロジェクトの初期段階における様々な課題の解決をサポートする専門家の派遣を行う。

○ 具体的には、対象となる遊休公的施設を含むエリアのビジョン、当該施設の現況、当該施設に求めら
れる用途・構成・運営方針や事業手法等を定めるプロジェクトの構想の策定を目指す。

・耐震診断、法適合状況の確認、設備更新を含む施設の改修計画の検討 等

・エリアが求める建物の用途・構成・運営等に関するマーケティング
・受託事業者となり得る企業の発掘
・収益性の確保等のための、周辺施設・事業との連携・バンドリングの検討 等

施設現況調査

市場調査

・対象となる遊休公的施設を含む、エリアの目指す方向性・ビジョンの検討
・地域住民の意向の把握 等

エリアビジョン
検討

・当該施設の利活用に最適な官民連携手法の検討 等事業手法検討

プロジェクトの
構想の策定



調査実施団体一覧（７団体）



先導的官民連携支援事業の概要

※１ 地方公共団体等からの応募を求める取組

①戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制
の確保

インフラを支える自治体の職員不足や、老朽化が進むインフ
ラの効率的・効果的な更新といった地域課題に対応し、民間ノ
ウハウ、新技術の活用、業務のデジタル化・DX等を通じて、イ
ンフラを広域・複数・多分野で一体的・効率的に管理する取組
や、まちづくり計画を踏まえて地域の将来像を見据えたインフ
ラの更新や集約・再編等を実施する取組。

②スモールコンセッションの推進
人口減少等によって生じた廃校等の空き施設や、地方公共
団体が所有する古民家等の空き家について、民間事業者の
創意工夫を最大限に生かした小規模なPPP/PFI事業（コンセッ
ションを含む官民連携による事業）により、地域課題の解決や
エリア価値の向上につなげる取組。

③その他
（※ ただし、国土交通省が所管する分野に関連する取組を優先する。）

・「PPP/PFI推進アクションプラン（令和６年改定版）」（令和６
年６月３日民間資金等活用事業推進会議決定）の推進に
寄与する取組。

・地方公共団体等が、立地、環境、気候、風土、歴史等の地
域性を考慮して必要と判断した独自性の高い取組。

⃝ 国土交通省が提示する、地方公共団体等からの応募を求める取組※１について、地方公共団体等が
先導的な官民連携事業※２による解決を図るための調査を実施する場合に、調査委託費の全部又は
一部を補助※３する。

弘前市吉野町緑地周辺整備等
PFI事業（H26年度支援）

【事業化による効果】
- 事業費：約43億円 VFM：7.8％
- 主要交通施設から美術館への導線とな
る中心市街地の活性化に寄与。

【事業概要】
市が民間施設である吉野町煉瓦倉庫を取
得し、RO方式により美術館として再整備
を行うとともに、隣接する土淵川吉野町
緑地(公園)と一体的に芸術文化施設とし
て運営を実施。

青森県弘前市

※２ 先導的な官民連携事業

○事業のスキーム・手法や官民連携を行う対象施設等に先導性・モデル
性があるもの

○地方公共団体におけるノウハウの蓄積や人材育成につながる内容を
含む等、調査の進め方に先導性・モデル性があるもの 等

※３ 補助事業の内容

○補助対象経費 ：以下の（イ）又は（ロ）に要するコンサルタント等の
専門家への調査委託費

（イ）事業手法検討 ：官民連携事業の導入や実施に向けた検討
（ロ）情報整備等 ：官民連携事業の導入判断等に必要な情報の整備等

○補助率 ：予算の範囲内で定額補助
〇補助限度額 ：2,000万円/件

（※ただし、都道府県及び政令指定都市にあっては、コンセッション事業
に関する検討を除き、補助率：1/2、 補助限度額：1,000万円/件）



R7年度 先導的官民連携支援事業一覧（１０団体） スモールコンセッション関係

伝統的建造物の利活用とエリアリノベーションの実践モデル調査
～市が所有する「西谷（にしや）家住宅」の利活用を発端とし、周辺に点在する空き家の利活用の促進等のエリア価値

向上を目指したエリアリノベーション ～

酒々井総合公園Park-PFI・スモールコンセッション導入可能性調査
～Park-PFI導入による、酒々井総合公園の活性化と併せ、近隣の情報発信施設や町が所有する古民家などの文化財

を一体的な利活用の検討 ～

歴史的建造物の再生を軸とした蘆花記念公園の再整備・運営事業化調査
～蘆花記念公園内の旧脇村邸などを利活用し、Park-PFI導入により防災・観光等の機能を持つ公園に再整備し、持

続可能な体制構築を検討 ～

瀬波温泉地域活性化施設整備事業化調査
～旧香藝（こうげい）の郷美術館の利活用に関し、SIBによる成果連動型委託でのハード面ソフト面一体型での開発手

法の精緻化を図るべく、改修方法、事業性、KPI目標値算出等の調査検討 ～

かわまちづくりと一体となったまちなか再生のための官民連携手法調査
～事業低迷している「やなせ宿」の再生により街中再生を加速させ、近接するかわまちエリアの水辺空間の高質化、維持管

理の充実化を図り一体的な魅力向上を検討 ～

複数の公共施設や森林における面的な包括的運営に向けた官民連携手法導入可能性調査
～宮リバー度会パークを中心に周遊観光の活性化を目指し、付近の廃校の利活用等の公共施設の管理運営方法につき

LABV方式等の手法検討 ～

伏尾台地域官民連携事業可能性調査
～旧伏尾台小学校（廃校・ふしおだいしょうがっこう) の利活用によるオープンイノベーション施設、子育て支援施設の官民連携による

整備、寄付を受けた阪急バス営業所跡地と隣接する伏尾台西公園の一体的利活用による地域活性化手法の検討～

大久野島離島の資源活用/エリア開発を担う官民連携手法検討調査
～無人島である大久野島（おおくのしま）内において、島全体の活性化を目指し島内にある近代遺構等の複数の遊休

資産について利活用方法の検討 ～

まちなか道の駅の整備と廃校活用等による離島のまちの再生事業に係る官民連携手法調査
～旧庁舎、旧小学校及び老朽化した公民館の3施設を観光・交流拠点や移住者向け住宅、文化・教育・芸能拠点とし

て包括的な整備する手法検討 ～

スモールコンセッションによる低未利用公有財産の活用に関する官民連携手法の導入可能性調査
～旧須恵中学校（廃校）の利活用により移住体験住宅を整備し、観光振興や情報発信機能の整備等、定

住を生み出す施設・ソフト整備の手法を検討 ～ 30



民間提案型官民連携モデリング事業の概要

input

○ 「民間提案型官民連携モデリング事業」は、地方公共団体が抱える課題（ニーズ）を、民間事業者の
提案（シーズ）に基づく新たな官民連携手法により解決することを目指すもの。

○ 国土交通省の委託調査によって官民が一体となって新たな官民連携手法を構築し、全国の地方公共
団体のモデルとして、地方ブロックプラットフォームなどを通じて横展開につなげていく。

ニーズ:地方公共団体が抱える公共施設等の課題（インフラの老朽化への対応、遊休公的施設の利活用、カーボンニュートラルの推進 等）

シーズ:民間事業者が有するPPP/PFIのノウハウや技術を活用した新たな事業手法
〔シーズの例〕

一元的なオペレーションを通じた
スケールメリットの発揮

データプラットフォームによる
情報の一元管理・活用

市
民

データプラットフォームを活用
した戦略的なメンテナンス

広域・複数・多分野の
インフラマネジメント

再生エネルギー
の活用促進

新技術・デジタルツールを活用した点検・検知

損傷個所を検知

車に搭載したスマホ等で路面
状況を撮影、AIが損傷検知

空中探査装置車体搭載による、
地中空洞化の早期発見

ドローンとAI画像診断
を活用した橋梁点検

太陽光発電舗装
システムの導入

IoTの活用による
インフラの常時遠隔監視

（出典）PASCO

（出典）
東亜道路工業株式会社

（出典）奥村組（出典）UrbanX
Technologies

（出典）
UrbanX

Technologies

自治体

点検 診断

劣化
予測

橋梁
データスマホから

損傷情報
等を投稿

センシング
データ

予防保全
型の修繕

データに

修繕計画

データに
基づく

修繕計画

（出典）東設土木コンサルタント、
キヤノン

道路
データ

■包括民間委託
■PFI事業・・・・ 予防保全型メン

テナンスサイクル
によるLCC削減

活用

活用
input

地元企業
JVなど

PPP事業者

活用

公園
データ

①戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保、②スモールコンセッションの推進、
③グリーン社会の実現に関するニーズとシーズをマッチング

31



応
募
締
切
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① 国土交通省の所管する分野における官民連携事業について、官民連携手法を導入して政策課題を解決したい地方公共団体を対象に、下記３分野に
沿って地方公共団体が抱える課題（ニーズ）を募集※1し、３０の地方公共団体から計３６件のニーズの提案が寄せられました。提案内容は、国土交
通省HPに掲載中です。 （https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_rd1_000170.html）

戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保 / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現

③ 自らの提案をプレゼンするアピールタイム（3月18日・19日オンライン開催）を実施し、アピールタイムに参加する地方公共団体と民間事業者のマッチン
グを促進しました。また、提案者との個別対話を通じて、提案内容に関する質問や相談ができる個別対話イベント（3月27日オンライン開催）も実施し
ました。

④ 地方公共団体の課題（ニーズ）とマッチングした民間からの優良なシーズ提案の内容を踏まえ、課題解決に向け実現性の高い調査テーマを国土交
通省が設定し、当該調査テーマに関する提案の募集しました。

② 寄せられた地方公共団体が抱える様々な課題（ニーズ）の解決を目指す民間事業者からの新たな官民連携手法（シーズ）を募集しました。
（ニーズ及びシーズの一覧は別紙添付）

① ② ③ ④
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の
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始
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託
先
民
間
事
業
者
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新たな官民連携手法の構築
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締
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3月2/5
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ル
タ
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実
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令和７年度の取組内容 【民間提案型官民連携モデリング事業】

⑤ 外部有識者により構成される第三者委員会の審査結果を踏まえ、32件の応募の中から10件を選定しました。（そのうち、スモールコンセッションの
案件は３件）
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34（出典:内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局HP掲載資料）


